
今後の産業技術政策のあり方の検討に係る全体イメージ 

市場環境整備 

○規制改革 
 
 
○標準化戦略 

等 

 
 

○競争力強化に、必
要なシーズの特定
、反映のあり方 
 

○学際・境界領域研
究のあり方 

 
○世界的先端研究
拠点のあり方 

１．革新的な技術シーズが迅速に事業化に橋渡しされるためのシステムのあり方 
○国、大学、公的研究機関、企業等の役割・連携のあり方 
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国の研究開発プロジェクト 

目的基礎
研究 

産総研 

○産学連携を進めるための
大学のあり方 

３．イノベーションを担う人材のあり方 
○複眼的研究人材の育成      ○研究開発マネジメント人材      ○産業の基盤技術を支える人材 

               ○人材の流動化         ○産学官の結節点としての産総研の役割 
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基礎研究 応用研究、開発 実証 事業化 
TRL(Technology readiness level) 

基礎研究 橋渡し 事業化 

企業 

○中堅・中小・ベンチ
ャー企業に対する
支援のあり方 

○企業のリソース集
中のための産学官
連携等のあり方 

○「橋渡し」研究機関として最大限の成果を上げるための
産総研のあり方 

○革新的な成果を生み出し、迅速かつ最大限事業化に結び
つく国の研究開発プロジェクトのあり方 
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革新的な技術シーズの事業化への橋渡しに係るパターンのイメージ
（仮説） 

ベンチャー企業 
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☆ベンチャー企業の買収により新しい技術・アイディアを
とりこみ事業化(Acquisition&Research&Development) 

企業 
大学・ 

公的研究機関 
       等 

大学・ 
公的研究機関 

等 
企業 

☆研究機関が企業の投資判断可能なレベルまで国費で
研究開発を実施し、研究委託や人材流動化を通じて
その成果を取り込み事業化 

スピンアウト 

人材流動 

人材流動 

買収 

企業からの受託 国費 

フラウンホーファー等の公的研究機関 

研究委託 

米
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